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研究要旨 

本研究では、自治体が国民健康・栄養調査の回答率の向上させる為にコントロール可能な

対策を明らかにすることを目的とした。対象は、国立保健医療科学院の研修コースに参加

し、研究の目的に同意した 19 自治体の国民健康・栄養調査の担当職員 21 名であった。各

参加者は、1）国民健康・栄養調査の協力率に影響していると思われる問題点、2）協力率を

改善するためにコントロール可能な対策についてグループワークを行った。ワークでは、全

ての内容をコード化し、グループ化しカテゴリを作成した。研究者が参加者のあげた全ての

コードとカテゴリを 1つのシートにまとめ内容を分析した。その結果、国民健康・栄養調査

の協力率を改善するためにコントロール可能な対策として、次の 12 カテゴリが特定され

た。 1．調査方法の標準化、2．調査員の技術の確保、3．調査の実施体制、4．会場の設置、

5．対象世帯への調査の依頼方法、6．調査の実施時期、7．調査中の対応、8．栄養摂取状況

調査の食事内容の確認方法 、9. 報酬/インセンティブ、10. 喜ばれる謝礼品、11. 調査結

果のフィードバック、12. コロナ禍における調査の注意点。現地で調査を担当する自治体

は、国民健康・栄養調査の協力率を向上させるためにコントロール可能な対策を考案し取り

組んでいた。 

Ａ．研究目的 

健康栄養データの大部分は、調査の協力

率に関係している 1)。 しかし、アンケート

から生成されたデータの代表性は、協力率

が低い、または協力率の継続的な低下があ

ることにより、調査結果の一般化と、推定値

の正確性に深刻な影響がある 2-4）。 母集団

の代表性を確保するためには、協力者を増

やすと同時に協力者分布の改善方法を明ら

かにすることが重要である 5）。 

近年、複数の国の全国調査においても協

力率の低下が深刻な問題となっているとの

報告がある 6, 7)。その理由の一つは、多くの

分野で実施される調査研究数の増加に関係

しており 8)、複数の研究への協力を求めら

れ倦怠感から辞退する 9)、その他の理由に

は、テレマーケティングの台頭、プライバシ

ーと機密性に関する懸念, 住民の社会貢献

への関心の低下、調査に回答するボランテ

ィアリズムの全般的な低下が含まれる 10, 11)。 

数年毎に同じ母集団を繰り返し調査する

縦断的またはコホート研究の場合には、対

象者における調査の主旨への関心が薄れる

ため、フォローアップの度に調査への参加
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が減少することが報告されている 12,13)。 

国民健康・栄養調査（NHNS）の協力率も低

下している 14）。 特に若年成人の協力率が低

下しており、全体の調査結果に影響してい

る 15）。日本における住民の生活特性は多様

化しており（例えば、一人暮らし、一軒家で

はなく集合住宅の居住人口の増加など）、地

域や人々のライフスタイルに応じた調査方

法を改定する必要がある。厚生労働省は協

力率を上げるために調査必携やマニュアル

を随時改訂してきているが、それでもなお

協力率は徐々に低下している 16）。  

NHNSの実施については、都道府県と保健

所設置市・特別区に設置された保健所が実

施している 17）。  

NHNSでは、自宅訪問による栄養摂取状況

調査、会場で測定等を行う身体状況調査、自

宅訪問またはオンラインによる生活習慣調

査が行われる。調査員や調査担当職員には、

現場での協力率を向上させるためにコント

ロールできる対策を見つけることが重要で

ある。各保健所では、各地域住民の状況に応

じて、調査協力率を向上させるための対策

に挑戦しながら調査を行っているようであ

る。そのような個々の取り組みを合わせて

分析することにより、協力率を向上させる

方法が見つかるかもしれない。しかし、協力

率に影響するものの協力率を改善するため

にコントロール可能な対策に関する報告は

ほとんどみられない。 

他国では、調査協力率の改善策に関する

研究報告が複数ある。 例えば、調査方法は

メールとオンラインのどちらが優れている

か、どのようなインセンティブが報酬とし

て効果があるかが報告されている 18-20)。 

また、定性的調査は、調査必携やマニュアル

を高品質でより実用的にするために有効で

あるとされる 21)。 

国立保健医療科学院（NIPH）では、毎年、

自治体職員を対象とした国民健康・栄養調

査を実施するための知識とスキルを向上さ

せるための研修コースを開催している 22）。

このコースには、ワークショップ（調査の回

答率に関する講義、参加者が協力率を改善

のための可能な対策について話し合うため

のグループワーク）が含まれている。 本研

究以前の 2018 年度から 2020 年度までこの

ワークショップを実施し、その結果をもと

にワークショップを進める為の資料を作成

した。 

従って、本研究では、NIPH 研修コースを

利用して、自治体の調査担当者が国民健康・

栄養調査の回答率を向上させるためにコン

トロール可能な対策を明らかにすることを

目的とした。 

Ｂ．方法 

（１）対象

まず、研修の目的とカリキュラムが、NIPH

ホームページ Webサイトに提示され、また、

NIPHから研修コースのパンフレットが全て

の自治体（47 都道府県・105 政令指定都市

等）に郵送された。22自治体が研修への参

加を希望し申請した。次に、本研究の目的と

半構造化されたアンケートを含む依頼文を、

研修への職員の派遣を希望する 22 自治体

の本庁に送付した。 

半構造化アンケートには、調査を担当す

る本庁・保健所に対し、「国民健康・栄養

調査の協力率に影響を与えていると思われ

る問題点は何ですか。」、また、「調査協力

率を向上させるために実施している対策は
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何ですか。」を尋ねた。 さらに、参加者の

資格（管理栄養士、保健師等）と行政経験

年数について尋ねた。19自治体 21名が本

研究への協力に同意した。本研究の対象者

は研究協力への同意を得た自治体職員とし

た。 

（２）ワークショップの進め方

表１に、ワークショッププログラムを示し

た。「フレームワーク法」23）、「NICE チェッ

クリスト」等の研究法 24）を参考に、開発

した。なお、新型コロナ感染症拡大予防の

ため、対面でのワークが困難であったた

め、Zoomを使用してオンラインワークシ

ョップを実施した 25）。 

最初に、Zoom を使ったグループワーク演

習の為の技術習得レッスンを実施した。 

第２に、参加者に研修前に回答してもら

った半構造化アンケートの内容に基づいて、

国民健康・栄養調査の実施について 1）国民

健康・栄養調査の協力率に影響していると

思われる問題点、2）協力率の向上のために

実施している対策、について尋ねた。各参加

者は、それらの内容に関するセンテンスを

ワークシートに記入した。 その際に、記載

される文は 1 つの意味のみで構成され、か

つ、可能な限り具体的にする必要があるこ

とを伝えた（例えば、「上司」ではなく「健

康部門の責任者」など） 

第３に、参加者は、前述の１）と２）の内

容について、オンライングループワークを

実施した。グループワークを行う５つのグ

ループが設定された。 1グループの参加者

数は、地域や行政経験を考慮し４〜５名で

あった。 

各参加者は、他の参加者と自分の回答を

示し共有し、協力率に関わる問題点につい

て話し合った。また、話し合いを通じて、他

の問題点や考えられる対策を追加した。さ

らに、新型コロナウイルス感染症拡大時期

の下での調査において注意すべき点につい

ても話し合った。 

第４に、参加者は、次の 2×2マトリック

スを使用し、参加者間ですべてのコンテン

ツを整理した。すなわち、1-1）協力率に影

響すると思われる問題点、1-2）協力率に影

響したと思われる成功点、2-1）コントロー

ルできる、2-2）コントロールできない、の

マトリックスであった。

第５に、全てのセンテンスについて、同じ

意味の文を 1 つのコードとしてリスト化し

た。 次に、類似の意味を示すコードを 1カ

テゴリとしてまとめた。各カテゴリには名

前が付けられた。 

すべての参加者がコード化、カテゴリ化

に関与し、コードとカテゴリについて合意

した。最後に、５グループが、「調査協力率

を改善するためにコントロール可能な対策」

について発表し共有した。 

（３）データ分析

研究者が、参加者のあげた全てのデータ

内容を基に、KJ 法の定性的分析を参考に、

次の分析を行った。川喜田二郎（KJ）法は、

データをカテゴリとして分類するために開

発された定性的研究法である 26, 27)。 

ステップ１：５グループの結果を数回読み

通し、データの全体的な感覚をつかんだ。ま

た、各グループのコードとカテゴリを注意

深く読んだ。 

ステップ２：５グループの全データを用い

て、同じ意味を持つコードを 1 つのグルー
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プにまとめた。次に、参加者から与えられた

カテゴリ名を使用して、コードグループに

カテゴリ名を付けた。その際、同じ意味であ

ってもグループ間でカテゴリ名が若干異な

る場合があった。その際には、よりわかりや

すいものを採用した。 

さらに、カテゴリ内の同じコードを持つ

グループ数を括弧内に示した。このように

して、５グループのコードとカテゴリを 1

つのシートにまとめて完成させた。 

ステップ３：すべての研究者間のコンセン

サスによってすべての内容が決定された。 

 

C．結果 

表２は、参加者の所属する自治体の種

類、地域ブロック、参加者の資格及び行政

経験年数の特徴を示した。13都道府県と 6

政令指定都市から 21 名が参加した。 

参加者は、北海道・東北地方から 2 名、

関東から 6 名、北陸・東海から 6 名、近畿

から 3 名、中国・四国から 3 名、九州・沖

縄から 1名であった。 参加者の平均年齢は

35.1歳であった。職種は、管理栄養士 16名、

保健師 4 名、その他 1 名であった。行政経

験は、5〜9 年が 16 名、10 年以上が 5 名で

あった。 

 表３は、５グループによる「調査協力率

の向上のためのコントロール可能な対策」

を示した。次の 12カテゴリが挙げられ

た。1.調査法の標準化、2.調査員の技術の

確保、3.調査の実施体制、4.会場の設置、

5.対象世帯への調査の依頼方法、6.調査の

実施時間、7.調査中の対応、8.栄養摂取状

況調査における食事内容の確認、9.謝礼・

インセンティブ、10.喜ばれる謝礼品、11.

協力者への調査結果のフィードバック、

12.コロナ禍における調査の注意点。 

 

各カテゴリの内容は以下の通りである。（括

弧内は同コードをあげたグループ数） 

1. 調査法の標準化については、自治体内の

地域状況に応じ調査しやすい資料を作

成する(2)、等があげられた。 

2. 調査員の技術の確保については、経験者

と未経験者をペアにして未経験者の技

術を向上させる(5)、調査員が行う作業

内容を明確にする（2）、等が挙げられた。 

3. 調査の実施体制については、地元の自治

会長の協力を得る（5）、市町村の協力を

得る(4)、区長の協力を得る(3)、保健所

間で協力しあう（2）、栄養士会の協力を

得る（1）が挙げられた。 

4. 会場の設置については、アクセスのよい

場所を確保する（2）が挙げられた。 

5. 対象世帯への調査の依頼方法について

は、対象世帯の自宅を訪問する(5)、メ

リットを伝える（5）、わかりやすく説明

する（4）、2回以上、対象世帯を訪問す

る(3)、事前に周知する（3）、説明の仕

方を工夫する（2）が挙げられた。 

6. 調査の実施時間については、対象者の都

合に合わせ、夜間に調査する（4）、対象

者の希望の時間に合わせる（3）、調査員

を長時間、確保する（2）、対象者の都合

により、郵送による回収も行う（返信用

封筒を同封する等）（2）があげられた。 

7. 調査中の対応については、相手ニーズに

合わせて柔軟に対応する（1）があげら

れた。 

8. 栄養摂取状況調査における食事内容の

確認については、食べた商品のパッケー

ジをみせてもらう（3）、書きやすいメモ
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用紙を追加する（2）、食事の写真をとっ

てもらう（1）、調査員が調べてわかるこ

とは記載してもらわない（例：給食献立

等）（1）があげられた。 

9. 謝礼・インセンティブについては、全調

査への協力者の謝礼を多く（豪華に）す

る（3）、調査前に、謝礼を（一部でも）

渡す（2）があげられた。 

10. 喜ばれる謝礼品として、地域の商品券・

商品（2）、計量スプーン・スケール（2）、

サイズ感の大きいもの（1）、書籍（1）、

謝礼の内容を毎年変える（1）があった。 

11. 協力者への調査結果のフィードバック

として、結果に関するコメント・リーフ

レット等を加える（4）があげられた。 

12. コロナ禍における調査の注意点につい

ては、生活習慣調査票をオンラインの回

答とし対面を減らす（2）、説明会を動画

配信するなど対面を減らす（2）、調査の

時間帯をずらして実施し密を避ける（2）、

集合での説明会は難しいため、戸別訪問

での説明を行う（1）、郵送によるやりと

りを増やす（1）、広い会場を探す（1）、

身体状況調査は予約制にする（1）が挙

げられた。 

 

Ｄ．考察 

「調査協力率を向上させるためにコント

ロール可能な対策」に関する 12 カテゴリが

確認された。 他国でも、全国調査でサンプ

リングされた対象者の回答を得るための努

力が報告されている 18-20,28）。我が国の NHNS

のように、自治体保健所が毎年実施する調

査はほぼみられないため、本結果を他国の

研究結果と比較することは難しい。 しかし、

本研究では、先行研究では報告されていな

かった内容を含む、調査協力率を改善する

ためのコントロール可能な対策を明らかに

した。 

全てのグループにおいて、現地で調査を

行う調査員に関わる内容について多く議論

されていた。議論の中で、調査員として長年

の経験を持つ人は、様々な人の多様な状況

に対応するスキルを身につけており、自治

体職員にとって信頼できるものであること

が合意された。すなわち、国民健康・栄養調

査において、調査員は、対象者に対応する重

要なスタッフである。他国でも回答率の向

上に調査員の能力が関係するとの報告があ

る。フィンランド国の健康調査では、外国生

まれの人々の回答率を向上させるためにバ

イリンガルの調査員が採用されている 28）。 

また、調査経験のない人に調査実施のた

めのスキルを身につけてもらう方法として、

経験者と未経験者がペアになり調査を行う

ことで、未経験者の調査技術を向上させる

ことが合意された。 

調査実施体制では、地域に精通した団体

やキーパーソン等と連携し、対象者の都合

に耳を傾けて対応することで、協力率が向

上することが指摘された。 

調査方法については、調査前に対象者が

調査について理解しておくことが重要であ

ることが挙げられた。 先行研究では、訪問

調査の場合、調査前に電話で連絡する 29）、

郵送で通知する 30）ことの有効性が報告され

ている。  

アメリカの国民健康栄養調査（NHANES）で

は、自宅訪問調査を行っているが、調査の実

施方法について、次のように Web サイトを

通じて対象者に通知している。 「面接官が

あなたの家に来て調査について話します。
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この面接官は、この人が国民健康栄養調査

に取り組んでいる健康に関わる政府の者で

あることを示す身分証明書を提示する必要

があります。」31）。 

我が国の厚生労働省では、NHNSに関する

一般的な情報についてウェブサイトを通じ

て提供しているが、調査対象者へのメッセ

ージは発信していない。 各自治体が、地域

の状況に応じて調査について説明している。

協力率を向上させるために、今後、国からも

調査対象者にメッセージを送ることを検討

する必要があるかもしれない。 

NHNSでは、自宅訪問及び会場での対面調

査を主に実施しているが、対象者の都合に

より、回答された調査票について郵送によ

る返却を採用している自治体もあることが

確認された。 先行研究では、紙面の調査は

オンラインまたは Web の調査よりも協力率

が高いことが報告されている。しかし、両者

の協力者の集団特性は異なるという報告も

ある 32,6,19）。障がい者を対象とした調査では、

電子調査の方が便利であるという報告もあ

る為 33）、複数の調査方法を組み合わせて対

象者に選択してもらうと有効なのかもしれ

ない 19）。 

栄養摂取状況調査では、対象者の食事調

査の負担を軽減し、食事の内容を正確に把

握するための工夫がなされていることを確

認した。 近年、食品の種類、加工食品、調

理済み食品、地域のニーズに合った製品の

増加など、食環境の変化は大きい。このよう

な状況とともに、日本人の食生活や食事形

態は多様化している。従って、NHNSの食事

調査をどのように正確に把握するかは重要

な課題である。本結果では、調査員が対象者

の食べた食品のパッケージや学校給食メニ

ューを確認していることが示された。 

本研究では、謝礼に関する事項も多く挙

げられた。コクランレビューでは、調査協

力率について、謝礼、インセンティブが関

係することが報告されている 34)。その他の

報告では、調査への非参加者には低所得者

層や若い世代が多いことをふまえ、金銭的

なインセンティブ、例えば、商品券にする

35）、また、謝金を調査実施の前に支払うこ

とが有効であることが報告されている 36）。

本研究でも同様の結果が得られた。 

本研究にはいくつかの限界がある。 ひ

とつ目は、本研究は、152自治体のうち 19

自治体 21名のみの結果であることであ

る。また、参加者における所属県の地域、

行政経験年数が様々であった。従って、グ

ループワークの議論では、それらの違いが

発言内容やグループダイナミクスに関連し

ていることが予想される。 

ただし、本研究結果であるカテゴリは、本

研究前 2018～2020 年に行われた研修での

ワークショップの結果（40自治体が参加し

たワークショップでみられたカテゴリ）と

ほぼ同じであった。 

ふたつ目は、定性的研究であるため、本

研究の結果は日本の都道府県全体に一般化

することはできない点である。 しかし、

今後、本研究の結果をもとに定量的データ

を収集していく予定である。また本研究で

得られた「協力率に影響を与えるが、自ら

コントロール可能な対策」は、調査協力率

に関する新たな方法のアイデアを生み出

し、調査必携やマニュアル改訂への適用性

が将来的にあると考えられる。  

本研究では、さらに調査を担当する自治

体職員が調査の質の向上に関心を持ってい
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ることも示された。 調査実施体制は、地域

の状況、とりわけ、調査に対する住民ニーズ

や現場で調査を実施する調査員のニーズに

基づいて構築されるべきである。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、国民健康・栄養調査の協力

率を向上させるために、調査を担当する自

治体がコントロール可能な対策について確

認することを目的とし、定性的研究を行っ

た。 その結果、以下の 12 カテゴリが確認

された。 1.調査方法の標準化、2.調査員

の技術の確保、3.調査の実施体制、4.会場

の設置、5.対象世帯への調査依頼方法、6.

調査の実施時間、7.調査中の対応、8.食事

調査内容の確認方法 、9.報酬/インセンテ

ィブ、10.喜ばれる謝礼品、11.調査結果の

フィードバック、12.コロナ禍における調

査の注意点。 

現地で国民健康・栄養調査を担当する自

治体は、協力率向上のために、地域状況に合

わせ、コントロール可能な対策に取り組ん

でいた。 
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表１ ワークショップの進め方 

時間
１） Zoomを活用したグループワークの為の技術習得レッスン 60 分

基本的操作、資料の送付・取込方法、ファイルの共有、等
グループワークの説明を行う。１グループ（4～5名）でワークを行う。

２） 20 分

３） 20 分

４） 30 分

５） 20 分

６） 50 分

進め方

各参加者は、研修前に回答した半構造化アンケートに基づき、
以下の内容に関するセンテンスをワークシートに記入する。
(1)国民健康・栄養調査の協力率に影響していると思われる問題点。
(2)協力率の向上のために実施している対策。

各参加者は、グループ内の他の参加者に自分の回答を示し、
協力率に関わる問題点、対策について話し合う。
話し合いを通じて、他の問題点や考えられる対策を追加する。
グループメンバーですべてのコンテンツを整理する（2×2マトリックスを使用）。
（1-1）協力率に影響すると思われる問題点。
（1-2）協力率に影響したと思われる成功点。
（2-1）コントロールできる。
（2-2）コントロールできない。
全てのセンテンスについて、同じ意味の文を1つのコードとしてリスト化する。
類似の意味を示すコードを１つのカテゴリとしてまとめる。
各カテゴリに名前を付ける。
グループ内でまとめた「調査協力率を改善するためにコントロール可能な対策」を
他のグループに対し発表し、意見交換を行う。
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表２ 参加者の特徴 

 
 

自治体 種類 都道府県 15
政令指定都市 6

地域 北海道・東北 2
関東 6
北陸・東海 6
近畿 3
中国・四国 3
九州・沖縄 1

参加者 平均値 標準偏差
年齢（歳） 35.1 6.5
資格 管理栄養士 16

保健師 4
その他 1

行政経験年数(年） 5-9 16
≥10 5

数値：人数（参加者の年齢を除く）
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表３ 調査協力率の向上のためのコントロール可能な対策 
カテゴリ コード（同コードをあげたグループ数） 具体的内容

調査しやすい資料を作成する(2) 国からの調査票は世帯毎のため、個人栄養評価票を作っている（対象者へ結果の返却を含めて想定）。
個別の資料を作っている。

保健所間で調査実施方法を統一する
( )

保健所間の栄養摂取状況調査ツールを統一する。
未経験の調査員にはベテラン調査員が同行する。
ベテランとペアになるとやりやすいとの声もある。
調査経験者と未経験者をペアにして対応する。
調査経験者が優先的に業務についたり、未経験者と組んだりしている。
経験者から未経験者へのアドバイスとか今までの注意事項を共有することでスムーズな調査につながった。
調査実施時に世帯ごとに調査員を決め、その世帯の方とやり取りすればよいと思ってもらう。（担当制）
調査員に、食品コードを入れてもらうまで依頼している。

調査員の役割を理解してもらう(1) 調査員への説明会を開催する。
自治会長から地域の状況を把握して、調査会場や日程を調整する。
自治会長から住民に事前に周知されるとよい。
住民にとって身近な方の協力は効果がある。
民政委員など地元をよく知る方へ依頼する。
回覧板による事前周知したことで住民が事前に把握できる。

市町村の協力を得る（4） 市町村の課長クラスの方に、市民説明会に同席してもらうと協力率があがる。
国調査、県調査というと身近でない感じがするが、市が行うということを示せると、身近に感じ理解してもらいやすい。
市の栄養士、職員をまきこむ。（市の職員のほうが、地域住民も安心感がある）
担当市町村職員に同席してもらう。

区長の協力を得る（3） 町の担当者と一緒に区長のところに行くことで、負担感を少なくしている。
区長さんへの協力依頼をすることで地区の状況を把握できる。
区長の協力を得る。

保健所間で協力しあう（2） 保健所間で協力し若手の育成を行う。
他保健所の栄養士が調査を協力する。

栄養士会の協力を得る（1） 栄養士会の横の連携で、情報共有されている組織が心強い。
会場はアクセスのよい場所を確保する。
地域の公民館を借用する。

対象世帯の自宅を訪問する(5) 身体状況調査実施日当日に家庭訪問し、調査協力について再度依頼する。
全戸訪問をする。
説明を訪問して行う。
説明を戸別訪問で行っている。
説明を戸別訪問で行っている。

メリットを伝える（5） 調査協力者には結果をお返しすることを事前に伝えておく。
栄養摂取状況調査協力者に、個別の栄養評価表をお返ししている。
事前に、血液検査が無料でできる等メリットを伝える。
事前に、調査後のフィードバックがあることを伝える。
あらかじめ謝礼が何かわかるとよい。

わかりやすく説明する（4） 事前説明会の開催でしっかり説明することで協力率を上げる。
調査協力の依頼文に、調査結果が何に使われるか等分かりやすく記載したチラシを同封する。
説明はわかりやすく工夫する。
今年の国勢調査みたいに何のため実施するのか、機運を高め、理解を求める。
説明会までに2回訪問を行っている　はじめはざっくりとした説明、もう一度説明し関係性を築いてから調査を実施する。
調査周知・説明について、訪問を複数回実施する（会えるまで訪問）。
訪問して不在の方には、置手紙を残す。

事前に周知する（3） 事前に郵送で周知する。
事前に調査があることを知ってもらう。（CM等）
ツイッターなどSNSで発信し、若い人への気持ちを高める。

説明の仕方を工夫する（2） 調査の目的「県民ランキングに活かすデータのための調査です」と伝えると、協力する意欲が県民に出る。
協力できる範囲でと前置きをしている。

2回以上、対象世帯を訪問する(3)

1.調査法の標
準化

3.調査の実施
体制

経験者と未経験者をペアにして未経験者
の技術を向上させる。(5)

5.対象世帯へ
の調査の依頼
方法

2.調査員の技
術の確保

調査員が行う作業内容を明確にする(2)

地元の自治会長等の協力を得る（5）

4.会場の設置 アクセスのよい場所を確保する（2）
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表３ 調査協力率の向上のためのコントロール可能な対策（続き） 

*全グループ数︓５グループ

カテゴリ コード（同コードをあげたグループ数） 具体的内容
調査当日も夜間も実施している。
事前説明を夜間にも実施している。
説明の為個別訪問を実施。会えない場合は夜間に実施する。
調査票の回収を夜遅くまで行っている。
会えない場合は、調査用紙を送付し、回収日時は本人の希望に応じて回収に伺う。
回収する時間帯を相手に合わせている。
実施時間や訪問は協力していただきやすい時間帯に行う。
長めの時間を確保することでさまざまな世代に協力してもらえるようにする。
夜間に訪問対応可能な調査員を確保する。
返信用封筒を入れることで返信率を上げる。
訪問や郵送など、相手の都合にあわせた回収を行う。

7.調査中の対
応

相手ニーズに合わせて柔軟に対応する
（1）

調査中も対象者ニーズに合わせた聞き取りをしたりするなど柔軟に対応することが必要である。

冷凍食品、お菓子などパッケージを持ってきてもらう。
加工食品のパッケージをそのまま入れてもらうなどしている。
食品のメーカーを控えて置き、後日調べる。
栄養摂取状況調査は記載方法が難しいため、メモ程度で記載してもらい調査票を確認する際に聞き取り負担を減らす。
個人の食事を記入する用紙を追加して書いてもらう。

食事の写真をとってもらう（1） 冷凍食品、お菓子など写真を撮ってきてもらう。
調査員が調べてわかることは記載してもら
わない（1）

学校給食は保健所から直接学校給食センターに問い合わせる。

栄養摂取状況調査に協力してもらった方には、ちょっと豪華な謝礼を渡す。
謝礼品が安価では、魅力的でない。より多くの調査協力者には謝礼を加算すると喜ばれる。
身体状況調査には協力してもらいにくいので、そこで、独自に、啓発グッズを渡す。
一部先に渡してしまう。
先に渡す。結果とともに金券を送ると協力しないかもしれない。

地域の商品券・商品（2） 地域で使える商品券がよい。
育ちざかりの子どものいる家庭には「謝礼は、地元産の新米２kg」と伝えたところ協力的になってくれた。

計量スプーン・スケール（2） 計量スプーンは喜ばれている。（調査依頼としてはメリットになっている）
キッチンスケールは喜ばれている。

サイズ感が大きいもの（1） サイズ感が大きいものが喜ばれる。
書籍（1） 書籍がよい。
謝礼の内容を毎年変える（1） 毎年、謝礼の内容を変える。

結果返しの際には、コメントやチラシを同封する。
結果があまりにもよくない方には、保健師から受診勧奨する。
栄養摂取状況調査協力者に、個別の栄養評価表をお返しし加えて景品も同封する。
同封するチラシの順番を工夫する。（目につきやすくする）

生活習慣調査票をオンラインの回答とし対面を減らす（2）
説明会を動画配信するなど対面を減らす（2）
調査の時間帯をずらして実施し密を避ける（2）
調査依頼の為の集合説明会の開催は難しいため、戸別訪問での説明を行う（1）
郵送によるやりとりを増やす（1）
広い会場を探す（1）
身体状況調査は予約制にする（1）

6.調査の実施
時間

対象者の都合に合わせ、夜間に調査する
（4）

12. コロナ禍に
おける調査の
注意点

結果に関するコメント・リーフレット等を加え
る（4）

全調査への協力者の謝礼を多く（豪華
に）する（3）

対象者の都合により、郵送による回収も
行う（2）

9.謝礼・インセ
ンティブ

8.栄養状況調
査における食
事内容の確認

10.喜ばれる
謝礼品

11.調査結果
のフィードバック

対象者の希望の時間に合わせる（3）

調査員を長時間、確保する（2）

調査前に、謝礼を（一部でも）渡す
（2）

食べた商品のパッケージをみせてもらう
（3）

書きやすいメモ用紙を追加する（2）
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